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 2015 年 11 月 13 日にパリで発生したイスラム国による同時多発テロは世界中を震撼させた。多民
族国家フランスには国内に 530 万人の外国出身者である移民と 650 万人の移民二世が居住し人口の
19％を占めている。オランド政権は 2014 年に 9000 人を難民認定するなど厳格な同化政策と同時に
寛容な受け入れを示してもいたが、こうした政策スタンスが試されているともいえるだろう。 
アメリカ合衆国は 2015 年度にシリア難民 1700 名も含めて約 7 万人の難民を再定住者として受け入




































































































































































































され、ガストアルバイターが高度成長の担い手となった。しかし 1973 年には EC 域外からの移民受
け入れは停止され、1991 年新外国人法ではガストアルバイターとその家族の定住化・法的地位強化
が推進される一方で、移民流入の強化が規制された。（6）  
 英国の場合、国内労働力の補完は英連邦からの移民が担っていたが、1971 年移民法、1981 年英国
国籍法により英連邦市民は 3 種類のカテゴリーに分類され、居住権を保持できるのは英国市民のみと








行っていたのが 1924 年から 65 年までのクウォーター・ロー時代である。これは 1920 年の白人人口
比率に応じて各国別割当を設定し、1927 年以降移民受け入れの上限を 15 万人に限定するというもの
















定による流入者は戦時下で 5 万人程度、戦後は 1956 年の 44 万 5197 人をピークに 1964 年に至るま
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で平均 25 万人、全体としては 23 年間で 464 万 6207 人がプログラムの対象となった。正規の農業労
働者にとってブラセロは、組織化を妨げスト破りの温床となり労働条件を低下させるものとみなされ、
1964 年に廃止された。（9）   
また 1965 年には「原国籍による選別は志願者の出生地という個々人には選択の余地がない偶然を
選択の基準としていた」というクウォーター・ローへの批判からハート・セラー法が制定された。志

















雇用主へ制裁を課す 1986 年法案を推進する立場をとった。 
 こうした状況に変化が生じたのは 1990 年代である。ケント・ウォンらの設立したアジア・太平洋
系アメリカ人労働者連合 APALA が 1992 年以来、移民労働者の組織化や移民政策の転換を提起し、
2000 年 2 月 16 日には AFL－CIO も従来の移民政策を転換するに至ったのである。そこでは更なる
600 万人の非合法移民に対するアムスティや雇用主への制裁撤廃が掲げられている。（10）  
2005 年 12 月に下院を通過したセンセンブレナー法案は、非正規滞在移民と彼らを支援した人々に
刑事罰を課すという内容だったため、全米に激しい反対運動が広がった。2006 年 3 月 10 日から 5
月 1 日にかけて「3 月 25 日連合」「移民と難民の権利全国ネットワーク」などを中心に 500 万人が全
米各地の 100 以上の都市でデモをしたとされる。ロサンゼルスでは 3 月 25 日から 5 月 1 日までの間
に 200 万人がデモを行い、ニューヨークでも 5 月 1 日に 35 万人がデモに参加した。センセンブレナ




























く 1924 年から 65 年までのクォーター・ロー時代が例外的な原国籍による移民制限の時代であった
ことが確認された。 





 23 年間のブラセロ計画該当者は総計 467 万人であったが、シンプソン・ロディーノ法による 300
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2010 年の調査において、ラティーノ系人口は 5047 万 7594 人となり、全米の 16・3％を占めるに至
った。ニューヨーク市、ロサンゼルス市、サンアントニオ市などの主要都市ではラティーノ系人口が
急増している。人口の 49％をラティーノ系が占めるロサンゼルス市ではラティーノ系ビュアゴッサ
が市長を 2 期務めるなど市政への影響力を強めている。また 30 代でサンアントニオ市長となったジ
ュリアン・カストロも、その後オバマ政権に入閣するなど将来を嘱望されている。1970 年代にロサ
ンゼルスに占めるラティーノの比率が 16％であったことを考えると、長期推計として全米で彼らの
























 2008 年の大統領選挙では彼らの 67％がオバマを支持し、サラザール内務長官とヒルダ・ソリス労
働長官の 2 人が入閣を果たした。2012 年には彼らの 71％がオバマに投票し、ビュアゴッサが民主党
全国大会の議長を務めるなど重要な役割を果たした。 
 接戦州でも勝敗の帰趨を彼らが握る事例は数多い。2004 年に共和党が勝利したにもかかわらず 
2008 年に民主党が奪還した州は九つあるが、ニューメキシコ、ネバダ、フロリダ、コロラドではラ 














































る。（17）   
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